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道路沿道および後背地における炭化水素成分の

組成と濃度分布

星　　純也　　天野　冴子　　佐々木裕子

要　　旨

大気中に存在する52成分の炭化水素の詳細な情報を得るため、都内２地点における１年間のモニタリングと

道路沿道における８回の濃度減衰調査を行った。モニタリングの結果、一般環境に比べ道路沿道では大気中

濃度は平均で約1.9倍であった。一方、ベンゼンを基準とした各成分比を求めたところ、一般環境、道路沿

道とも各成分のベンゼン比は類似しており、一般環境においても自動車排出ガスの影響を大きく受けている

ことが示唆された。また、道路沿道での濃度減衰調査の結果では、いずれの地点でも沿道では高濃度になっ

ているが、沿道から離れるに従い濃度は減少し、150ｍを超えると一定濃度になることが明らかになった。

また、本調査では各成分の反応性や風向によって沿道での炭化水素の減衰は大きく変わらず、いずれの成分

も拡散によって一様に減衰していくことが認められた。

キーワード：炭化水素、道路沿道、自動車排出ガス、ベンゼン比

Composition and concentration of hydrocarbons
at roadside and urban area

HOSHI Junya, AMANO Saeko, SASAKI Yuko

Summary

Atmospheric concentrations of 52 component hydrocarbons were investigated. This study con-

sists of annual monitoring at 2 point of metropolitan area and investigation of decrease of concen-

trations near the roadside at 8 points. As a result of annual monitoring, concentration in the

atmosphere of roadside was about 1.9 times the urban area on the average. However, the ratio on

the basis of benzene (ratio to benzene) of roadside was similar to urban area. It suggested that

concentration of urban atmosphere was affected by automobile exhaust gas. And results of 8

points roadside investigation, although it had become high concentration at any roadside point,

when separating from the roadside, concentrations of hydrocarbons decline tendency was

observed, and at the points of a roadside to more than 150m become constant concentration. In

this investigation, it didn't seem to exert decrease of hydrocarbons by wind direction and reactivi-

ty of each compound, and declining of almost all of compounds was shown uniformly by diffu-

sion.
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１　はじめに

東京都における浮遊粒子状物質（SPM）、光化学オ

キシダントの環境基準は達成率が低く1)、その対策が

急がれている。大気中の炭化水素等の揮発性有機化合

物（VOC）はSPMのうちの二次生成粒子への関与が

指摘されているだけでなく、光化学オキシダント生成

の原因物質の一つとなっている。また、炭化水素類は

成分によってオゾン生成能が異なり2)、成分ごとの大

気汚染状況を把握することは、SPM、光化学オキシ

ダント対策を進める上で重要である。

大気中の炭化水素の調査は過去には行われてきたが

3)～8)、近年、自動車排出ガス対策や固定発生源対策の

推進による排出成分の変化により、大気中炭化水素成

分が変化している可能性もあり、今後のVOC対策を

進める上で、現状の炭化水素濃度を成分別に把握して

いく事が必要である。

VOCの発生源別の排出量は全国では固定発生源が

９割、移動発生源が１割と推定されている9)。しかし、

東京では自動車交通量が集中し、面積では全国の

0.6％しかない東京都内において走行台キロでは全国

の5.9％を占める10)。また、筆者らはこれまで自動車

専用トンネルを用いた調査によって多くの炭化水素成

分が自動車から排出されていることを報告してきた

11), 12)。そのため、都内では大気環境に与える自動車

の影響が大きいことが予想される。

本研究では一般環境大気測定局および自動車排出ガ

ス測定局において１年間、大気中の炭化水素濃度のモ

ニタリングを行ってきた。また、都内5地点の道路沿

道を選定し、沿道と後背地の炭化水素濃度の測定を同

時に行い、道路沿道近傍での炭化水素濃度分布を把握

したのでこれらの結果を報告する。

２　調査方法

(1) 調査地点、調査日時

ア　定点モニタリング調査

定点モニタリング調査は東京都新宿区に設置された

国設東京一般大気測定所（以下、国設東京局という）

および世田谷区に設置された八幡山自動車排出ガス測

定局（以下、八幡山局という）において行った。試料

の採取は平成15年４月から平成16年３月まで毎月１

回、24時間連続で行った。

イ　道路沿道調査

道路沿道調査は都内主要道路の沿道あるいは交差点

付近において、道路沿道地点とその後背地にあたる１

～３点を同時に測定し、道路沿道からの炭化水素成分

の濃度減衰を把握した。試料の採取は都内５ヶ所で計

８回行い、１回の採取では24時間連続採取を行った。

道路沿道調査の調査地点、調査日時を表１に示した。

(2) 分析方法

ア　試料採取

試料は内面を不活性化処理した６リットルのステン

レス製容器（以下キャニスターという）を用いて採取

した。キャニスターは実験室であらかじめ真空にし、

試料採取時には流量制御装置（マスフローコントロー

ラー）を装着して用いた。大気試料は約3.0ml/min

で24時間連続で採取した。

イ　試料の分析

大気試料を採取したキャニスターは実験室に持ち帰

った後、ゼロガス（住友精化製VOCフリーN2ガス）

を用いて約2倍に希釈した。その後、試料濃縮装置

（Entech社製：Entech-7000）を用いて大気試料を

濃縮し、GC/MS（Agilent製：HP6890/5972A）に

導入して同定・定量を行った。試料濃縮条件および

GC/MSの分析条件を表２に示した。定量に用いた標

準ガスは市販の光化学オゾン前駆物質測定用ガス

（PAMs58成分Mix、各成分１ppm：高千穂化学製）

をゼロガスを用いてキャニスターに希釈し、表３に示

した52成分について測定を行った。
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表１　道路沿道調査の調査地点、調査日時



３　結果と考察

(1) 定点モニタリング調査結果

ア　炭化水素濃度の年平均値

国設東京局、八幡山局における炭化水素濃度の年平

均濃度（ｎ＝12）および各成分の年平均値のベンゼ

ンに対する比率（ベンゼン比）を表３に示した。本調

査の結果ではベンゼンの年平均濃度が一般局である国

設東京局で2.5μg/m3、自排局である八幡山局で4.6

μg/m3であった。東京都の平成15年度のベンゼンの

平均値は一般局でベンゼンが2.4μg/m3、自排局で

3.2μg/m3であり13)、自排局では本調査がやや高い値

を示すもののほぼ同レベルの濃度を示しているといえる。

年平均濃度は非常に濃度の低いβ-ピネン以外は全

ての成分で国設東京局に比べ八幡山局の方が高く、平

均すると国設東京局に対する八幡山局の濃度は約1.9

であった。八幡山局で常に大気中濃度が高いことから、

これらの成分が自動車排ガスの影響を受けていること

が伺える。

表４に過去に行われた都市域での炭化水素濃度の調

査結果をまとめた。一般環境のデータで比較すると、

イソブタンやブタンは1990年前後と比較して本調査

の方が高い値であった。トルエンは1990年前後の値

と同様の濃度レベルであり、ベンゼン、エチルベンゼ

ン、キシレン類については現在は1990年頃の1/2以

下の値であることがわかる。このように、本調査結果

から大気中炭化水素濃度は現在と過去で大きく異なる

成分もあり、またその組成も異なってきていることが

明らかになった。

イ　各炭化水素濃度のベンゼンに対する比率

表３に各炭化水素濃度のベンゼン濃度に対する比を

示した。ベンゼンは平成9年から始まった有害大気汚

染物質モニタリング調査の対象物質であり全国的なデ

ータの蓄積があること、オゾン生成能が低く2)大気中

での反応が起こりにくいこと、PRTR データから東

京都ではベンゼンは90％以上が移動体（自動車等の

移動発生源）からの排出と推定され14)、固定発生源の

濃度変動の影響を受けにくいことからこれを基準とし

た比を炭化水素組成の評価に用いた。

この結果、ベンゼン比は国設東京局と八幡山局で類

似の値になった。これは両局とも同一の排出源の影響

を受けていることが原因であると考えられる。自排局

である八幡山局は自動車排出ガスの組成の影響を受け

ていることが予想される。しかし、国設東京局でも同

様のベンゼン比となっていることから一般局でも自動

車排ガスの影響が大きいことが考えられる。

一方、国設東京局と八幡山局でベンゼン比が大きく

異なる６数成分（表中にイタリックで表示）について

は自動車排出ガスとは別の固定発生源の影響が大気中

濃度に現れていることが考えられる。そこで、PRTR

データが整備されている２成分について見てみると

14）、都内の届出排出量がトルエンでは1717ｔ、エチ

ルベンゼンでは94ｔと推計され、移動体からの都内

の排出量はトルエンで2342ｔ、エチルベンゼンで

458ｔと推計されている。前述したようにベンゼン等

はほとんどが移動体からの排出とされているのに比

べ、これらの成分は固定発生源からの排出が大気中濃
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表４　過去の大気中炭化水素濃度の測定結果表２　試料濃縮およびGC/MSの分析条件
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表３　炭化水素類の年平均濃度とベンゼン比



度に現れていることが、PRTRデータから裏付けられ

た。

同様にベンゼン比が異なっているイソブタンやブタ

ンについても固定発生源の影響が予想されるが、これ

らの成分はPRTRの対象物質ではなく排出量を把握す

ることは困難である。しかし、ベンゼン比を把握して

いくことにより、排出量データが未整備の成分につい

ても固定発生源の大気中濃度に与える影響を推計でき

る可能性が示されたといえる。

ウ　濃度とベンゼン比の月別変動

図１に国設東京局および八幡山局における主な炭化

水素類の月別濃度変動を示した。年間の濃度変動を見

ると、国設東京局では11月、八幡山局では８月に最

高濃度を示し、冬期から春期にかけて低濃度の傾向が

見られた。

図２にベンゼン比の月別推移を示した。ベンゼン比

の年平均が国設東京局と八幡山局でほぼ同様の値を示

した3-メチルペンタン、2-メチルヘキサン、ヘプタン

は、各月の推移も両局で類似していることがわかる。

一方、国設東京局のベンゼン比の方が高い値を示した

イソブタン、ブタンは、月別の変動も国設東京局の方

がやや大きい傾向が見られた。以上のように月別推移

からもこれらの成分は一般局では自動車以外の発生源

の影響を受けた変動パターンを示しており、ベンゼン

比によって工場等の固定発生源の影響を受ける成分を

検索できる可能性が示された。

(2) 道路沿道調査

ア　道路沿道における濃度の減衰と風向の関係

図３に道路沿道調査の測定地点とその風向強度を示

した。風向強度は各々の測定地点近傍の３つの常時監

視測定局（大坂橋については２局）における調査日当

日の風速データ（１時間値）を風向別に積算し、調査

時期における当該地域の平均的な値を算出した。また、

図４に飽和炭化水素、不飽和炭化水素、芳香族炭化水

素のそれぞれ代表的な１成分について各地点での濃度

と道路沿道からの距離の関係について示した。この結

果、道路沿道ではほとんどの地点で後背地に比べ炭化

水素濃度が高くなっており、自動車排出ガスの影響を

受けていることが示された。

風向強度と濃度の減少割合との関係を見てみると、

道路から後背地側に向けた明確な傾向は見られなかっ

た。大森東、大和田町は２回の測定を行っており、測

定時期によって風向が逆になっているにもかかわら

ず、２回の測定ともほぼ同様の減少傾向を示した。本
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図１　炭化水素成分の月別濃度変動

図２　炭化水素成分のベンゼン比の月別推移
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図３　道路沿道調査の調査地点と風向強度
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図４　道路沿道および後背地における炭化水素成分の濃度

図５　道路沿道における炭化水素の減衰率



調査結果では、道路沿道から後背地にかけての炭化水

素成分の濃度減衰の因子としては風向風速の影響は見

られず、基本的には沿道で発生した炭化水素が一定速

度の拡散によって減衰していく現象が観察された。

イ　道路沿道における濃度の減衰率

図５に道路沿道から後背地にかけてのベンゼンと

１,３-ブタジエンの減衰率を示した。図では各測定地

点の沿道地点を100とした後背地の濃度割合を示し

た。減衰率は同じ距離でも測定地点によって異なる傾

向が示されている。また、ベンゼンに比べ１,３-ブタ

ジエンは減衰率がやや大きい傾向が見られるが、地点

による減衰率の差の方が大きく、炭化水素類の道路沿

道での挙動は成分よりも測定地点毎の地形や建造物の

配置状況等により大きく影響されることが考えられ

る。しかし、いずれの地点においても道路沿道で高濃

度の炭化水素は沿道から一定距離を離れるとほぼ一定

の濃度になる傾向が見られ、その距離は最大で150ｍ

と推測された。

図６に道路沿道調査で測定した全ての地点につい

て、飽和炭化水素、不飽和炭化水素、芳香族炭化水素

別に合計した濃度の沿道からの減衰率を示した。大気

中でのオゾン生成能等の反応性は物質群によって異な

り、一般的には不飽和炭化水素はオゾン生成能が高い

とされている。しかし、図４の結果からは物質群によ

る減衰率の差は明確には見られなかった。測定期間が

秋期から冬期にかけてであり、光化学反応が起こりに

くかったことも原因と思われるが、炭化水素類の減衰

傾向は成分によらず拡散効果の影響が大きいことがこ

の結果からも示唆された。

４　おわりに

一般環境、道路沿道において年間を通じたモニタリ

ングを行うことにより、都市域での炭化水素濃度、組

成の現状を把握することができた。近年、GC/MSに

よる炭化水素の測定が普及し、炭化水素成分を炭素数

ごとではなく異性体別に詳細に把握できたことによっ

て炭化水素対策の基礎情報が得られたと考える。本調

査では成分ごとの炭化水素調査を一般環境、道路沿道

で年間を通じて行うことにより、多くの成分が自動車

排出ガスの影響を受けていることが示された。今後も、

光化学オキシダント対策やSPM対策を進める上では、

詳細な炭化水素濃度のモニタリングを行っていく必要

があろう。

本調査では秋期～冬期において道路沿道調査を実施

したが、今後は光化学反応を加味し、夏期においても

道路沿道での濃度分布を把握し、光化学反応が道路沿

道の炭化水素濃度に与える影響を評価していく事も必

要である。また、本調査からも一部の成分では固定発

生源の影響を受けていることが示唆され、今後は、固

定発生源周辺での炭化水素濃度の把握することによ

り、PRTRデータとの整合性を確認し、総合的な

VOC対策を進めていくことが重要である。
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図６　炭化水素の物質群別の減衰率
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